
経営比較分析表（令和3年度決算）
埼玉県北本市　北本駅西口市営駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡) グラフ凡例
当該施設値（当該値）

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入 － 類似施設平均値（平均値）

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ３Ｂ１ 非設置 駅 無 300 ■

無 【】 令和3年度全国平均

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
➀収益的収支比率は、100％を超えており、健全性
は確保されていると考えられます。
②他会計補助金③駐車台数一台当たりの他会計補助
金については、他会計から補助金を繰り入れていな
いため０となり、独立採算による運営を果たしてい
ます。
④売上高GOP比率については、当施設は類似施設平
均を超え、施設の営業に関する収益率は高いと判断
できます。
➄EBITDAとは、純利益から減価償却費などの影響を
排除した指標であり、当施設については、類似施設
平均以下となっています。事業の規模が小さいた
め、利益が少なく今後も慎重に経営状況を見ていく
必要があると考えています。

H29 H30

該当数値なし その他駐車場 広場式 9 10 100

R03R02 R03 H29 H30 R01 R02R01 R02 R03 H29 H30 R01

2,670.0 2,550.0 2,620.0 2. 資産等の状況について当該値 2,550.0 2,570.0200.2 248.5 当該値 0.0 0.0

平均値 471.5 384.2 754.2 383.4 338.4

0.0 0.0 0.0当該値 355.6 352.8 289.2

R01

⑥有形固定資産減価償却率については、当施設は地
方公営企業法非適用事業であるため、指標は算出さ
れません。
➆敷地の地価については、固定資産台帳等によるも
のです。
⑧設備投資見込額については、平成25年に設置され
た施設のため、小規模な修繕料の見込額となってい
ます。
⑨累積欠損金比率については、当施設は地方公営企
業法非適用事業であるため、指標は算出されませ
ん。
⑩企業債残高対料金収入比率について、当施設は企
業債残高がないため指標は算出されません。

3. 利用の状況について
⑪稼働率について、当施設は、類似施設平均を大き
く上回っており、駐車場施設としての需要は大きい
と判断されます。当施設は、駅周辺の店舗利用及び
駅利用者、通勤通学の送迎時の駐車場として設置さ
れたものであり、駐車開始から30分無料としている
ため短時間（30分以内）での駐車場利用が多いこと
から稼働率も高く、施設の利用状況は良好であると
判断できます。

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30

平均値 274.8 279.9 295.5 224.4 251.9平均値 6.0 3.8 2.0 10.2 5.1

R02R02 R03 H29 H30 R01

2,397 1,990 1,167 1,53159.8 当該値 2,446

R03

平均値 21 17 15 407 166

71.7 65.4 50.0当該値 0 0 0 0 0 当該値 71.9

平均値 7,814 8,183 7,940 2,576 4,153平均値 38.3 30.4 33.6 △122.5 8.5

2.資産等の状況

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
当施設については、北本駅西口駅前広場改修工事と
併せ、駅周辺の店舗利用及び駅利用者、通勤通学の
送迎時の駐車場として利便性向上を図るため設置さ
れたものです。
収益等の状況については、これまで収益的収支比率
は100％を超えており、安定していると見受けられ
ます。利用の状況として稼働率も高い状況にあるこ
とから適正な運用ができています。
また、駐車開始から30分無料としているため短時間
（30分以内）での駐車場利用が多いため、収益的収
支比率は類似施設平均を下回っていますが、目的で
ある駅周辺の店舗利用及び駅利用者、通勤通学の送
迎時の駐車場として市民の利便性向上に寄与してい
るものと考えられます。
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⑧設備投資見込額(千円)

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 R03R03

1,427

H29 H30 R01 R02

当該値    0.0 0.0

平均値      平均値  

  当該値 0.0 0.0 0.0当該値      

83.1 54.4 70.3 70.0    平均値 58.4
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①収益的収支比率(％)
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③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【3,111】
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⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【10,906】

該当数値なし 該当数値なし



83.1 54.4 70.3 70.0    平均値 58.4

  1,386.4 1,000.1

平均値      平均値  

  当該値 1,595.9 640.3 684.6当該値      

2.資産等の状況

⑦敷地の地価(千円)
全体総括
当施設については、駅周辺の店舗利用及び駅利用
者、通勤通学の送迎時の駐車場として利便性向上を
図るため設置されたものです。
収益等の状況については、100％を下回っておりま
す。これは、地方債の返還が開始されたことに加
え、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自
粛の影響が大きいと考えられます。
駐車開始から30分無料としているため短時間（30分
以内）での駐車場利用が多いため、収益的収支比率
は類似施設平均を下回っていますが、目的である駅
周辺の店舗利用及び駅利用者、通勤通学の送迎時の
駐車場として市民の利便性向上に寄与しているもの
と考えられます。

11,214

⑧設備投資見込額(千円)

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 R03R03

713

H29 H30 R01 R02

当該値  

平均値 7,814 8,183 7,940 2,576 4,153平均値 38.3 30.4 33.6 △122.5 8.5平均値 21 17 15 407 166

52.2 47.3 △4.7当該値 0 0 0 0 0 当該値 51.4

R02 R03 H29 H30 R01

766 649 △32 △62717.6 当該値 303

R03R01

⑥の有形固定資産減価償却率については、当施設に
ついては地方公営企業法非適用事業であるため、指
標は算出されません。
➆敷地の地価については、固定資産台帳等によるも
のです。
⑧設備投資見込額については、当施設は、平成29年
度に新規設置された駐車場のであるため、当面の間
は、老朽化対策等は必要ないので、小規模な修繕料
の見込額となっています。
⑨累積欠損金比率については、当施設については地
方公営企業法非適用事業であるため、指標は算出さ
れません。
⑩企業債残高対料金収入比率について、平成29年に
当施設を新設したため、企業債残高料金比率が平均
値を大きく上回っています。今後、計画に基づき償
還を行います。
3. 利用の状況について
⑪稼働率について、令和３年度の当施設は、駐車場
施設としての需要は昨年と同様ですが、類似施設平
均を下回っている状況です。
これは、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外
出自粛の影響が大きいと考えられます。
平成29年度に新規設置された駐車場のため、さらな
る利用者増に向けての対策が必要であると考えてい
ます。

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30

平均値 274.8 279.9 295.5 224.4 251.9平均値 6.0 3.8 2.0 10.2 5.1

R02

平均値 471.5 384.2 754.2 383.4 338.4

0.0 0.0 0.0当該値 205.9 206.8 187.3

R02 R03 H29 H30 R01

260.0 220.0 220.0 2. 資産等の状況について当該値 280.0 260.094.3 37.9 当該値 0.0 0.0

無 【】 令和3年度全国平均

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
➀収益的収支比率については、100％を下回ってお
ります。これは、地方債の返還が開始されたことに
加え、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出
自粛の影響が大きいと考えられます。
②他会計補助金③駐車台数一台当たりの他会計補助
金については、他会計から補助金を繰り入れていな
いため０となり、独立採算による運営を果たしてい
ます。
④売上高GOP比率については、前年度よりも上回っ
ており、当施設は類似施設平均を超えています。
➄EBITDAとは、純利益から減価償却費などの影響を
排除した指標であり、当施設は、類似施設平均以下
となっています。事業の規模が小さいため、利益が
少なく今後も慎重に経営状況を見ていく必要がある
と考えています。

H29 H30

該当数値なし その他駐車場 広場式 4 5 100

R03R02 R03 H29 H30 R01 R02R01

当該施設値（当該値）

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入 － 類似施設平均値（平均値）

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ３Ｂ１ 非設置 駅 無 143 ■

経営比較分析表（令和3年度決算）
埼玉県北本市　北本駅東口市営駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡) グラフ凡例
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経営比較分析表（令和3年度決算）
埼玉県　北本市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

19.82 3,320.74 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 公共下水道 Bb1 非設置

普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

65,817

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率、⑤経費回収率
　経常収支比率は100％を超え、経費回収率は100％
を下回っている。下水道使用料で回収すべき経費を
賄えておらず、一般会計繰入金に依存する経営と
なっている。そのため、経営の効率化による経費削
減に努めるとともに、使用料の見直しを検討する必
要がある。
②累積欠損金比率
　比率は0％であり累積欠損金は発生していない。
③流動比率
　100％を下回っており、1年以内に現金化できる資
産で1年以内に支払わなければならない負債を賄え
ていない。負債のうち81.6％は翌年度償還予定の企
業債であり、償還に必要な原資を一般会計からの繰
入金で得ることが予定されている。
④企業債残高対事業規模比率
　全国平均及び類似団体の平均をともに下回ってい
るが、引き続き、計画的な投資による適正な企業債
残高の維持及び適正な使用料収入の確保に努める必
要がある。
⑥汚水処理原価
　全国平均は下回っているが、類似団体の平均は上
回っており、不明水対策等の維持管理費の削減に努
める必要がある。
⑦施設利用率
　下水処理場を有していないため該当しない。
⑧水洗化率
　全国平均及び類似団体の平均をともに上回ってお
り、効果的な接続指導の取り組みが行えている。

資金不足比率(％)

- 69.61 74.72 75.29 1,980

自己資本構成比率(％)

49,167 6.18 7,955.83 【】 令和3年度全国平均

①有形固定資産減価償却率
　全国平均及び類似団体の平均をともに下回ってい
るが、これは平成29年度に企業会計に移行した際
に、資産を新たに取得したとみなして帳簿価額を決
定している影響であり、法定耐用年数を経過した雨
水管渠や昭和49年の建設から40年を超えて老朽化が
進んでいる汚水管渠が存在する。
②管渠老朽化率
　全国平均及び類似団体の平均をともに下回ってい
るが、法定耐用年数を経過した雨水管渠について
は、改築更新に取り組む必要がある。
③管渠改善率
　令和3年度に更新や改良した管渠はない。一部の
雨水管渠を除き、法定耐用年数に達した管渠は存在
しない。

2. 老朽化の状況

全体総括

　経営の健全性・効率性については、単年度の収支
は黒字であり、累積欠損金も発生していないが、汚
水処理費が使用料収入だけで賄えておらず、一般会
計繰入金に依存する経営となっている。
　老朽化の状況については、現在、法定耐用年数に
達した管渠はほとんどないが、令和6年度より法定
耐用年数を超える汚水管渠が年々増加する。
　今後、人口減少による使用料収入の減少や管渠の
老朽化による更新費用の増加など、経営環境がより
厳しいものとなることが予想されるため、経営戦略
（令和3年度改定）に基づき、経営の健全化、効率
化を図ることが必要である。具体的には、下水道使
用料の改定を検討している。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 756.63 740.29 710.51 661.72 624.34

平均値 707.12 733.93 813.96 843.72 788.62

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 73.67 72.05 71.12 74.25 75.63

平均値 93.62 94.59 92.08 94.81 99.88

120.00

122.00

124.00

126.00

128.00

130.00

132.00

134.00

136.00

138.00

140.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 137.52 138.12 138.92 132.03 129.91

平均値 136.47 131.22 132.95 129.90 126.94

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 - - - - -

平均値 73.60 70.33 70.30 80.11 82.83

93.00

94.00

95.00

96.00

97.00

98.00

99.00

100.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 98.44 99.07 99.44 99.57 99.44

平均値 96.40 95.85 95.95 95.96 95.73

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【107.02】 【3.09】 【71.39】 【669.11】

【95.72】【59.99】【134.98】【99.73】

【38.17】 【6.54】 【0.24】


